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編集・発刊  和寒町農業委員会 

〒０９８ー０１９２  和寒町字西町１２０番地 

ＴＥＬ ０１６５－３２－２４３５   ＦＡＸ０１６５－３２－４２３８ 

平成３０年 ４月 ５日 

発 刊 第  ２  号 

農地パトロール（利用状況調査・荒廃農地調査）の実施！！ 

 平成２９年１０月２０日和寒町農業委員会において農地パトロール（荒廃農地、農地利用状況調査）を実施し

ました。 

 農地パトロールとは、農地法第３０条に基づいて行い、地域の農地利用の確認、遊休農地の実施把握と発生防

止・解消、違反転用発生防止早期発見について重点的に取り組むことを目的としています。 

 遊休農地等を重点的に確認しながら、全町をパトロールした結果しては、和寒町の平野部はほとんど不耕作地

が見られない一方で、山手あるいは山際の農地に不耕作が目立ちました。 

 和寒町においても少子高齢化、鳥獣被害または農地の引受 

けてが不足している状況の中で、圃場の未整備あるいは、土 

地条件が悪い農地を中心に耕作放棄が増えているのではない 

かと思われます。 

 和寒町農業委員会としては、耕作放棄地等の発生を防ぎ、 

農地を守り活かす活動をしてまいります。また、皆様の適 

切な農地の管理をお願い致します。 

 

～平成２９年分賃貸料～ 

平成２９年１月から１２月までに締結（公告）された賃貸借における賃借料水準 

（１０a当たり）は、以下のとおりです。 

１．田の部（水張面積 10a当たり） 

地区名 平均額 最高額 最低額 

和寒東地区    

和寒南地区  ９，９００円 １３，０００円 ６，８００円 

三和西和地区  ７，１００円  ９，０００円 ２，６００円 

全体平均  ８，５００円 １１，０００円 ４，７００円 

２．畑の部 

地区名 平均額 最高額 最低額 

和寒東地区    

和寒南地区 ３，３００円 ５，０００円 ２，０００円 

三和西和地区 ２，０００円 ２，７００円 １，６００円 

全体平均 ２，７００円 ３，９００円 １，８００円 
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真鍋 隆裕 菊地 敏仁 兼丸 幸二 
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平成２９年１１月２日上川地区農業委員・農地利用最適化推進委員研修会が開かれ、全農業委員が研修を受

けました。 

研修では、農業委員会に係る法律が施行され、道内の農業委員会は農業者の農業委員が８８.８%となったこ

とや農業委員会制度のしくみ・農地制度についてなどの様々な説明を受けました。 

主に、農業委員会の必須業務である農地の権利移動・農地転用の許可については、農地の私的財産と国民の食

料の安定供給を目的とした公的財産の２面性があることから、農地以外にすることの規制と農業上の農地利用

を確保するという農業委員会の措置があるため、自分が所有する農地であっても勝手に建物を建設したり、農

地以外に利用することは農地法違反となり、行政罰金（罰金）、行政処分（原状回復命令など）が科せられます。

また、許可を得ず賃貸・売買されましても契約自体が無効となり登記も行えませんので、許可申請されますよう

お願い致します。また、農地の相続については届け出が必要です。 

農業委員会での権利移動の審議を全て満たしていること、現地確認調査を 

行い全会一致で判断することなど多くの項目を学び、確認してきました。 

 農業委員は、平等、公平かつ厳格に審議し円滑で適正な農地利用を図り、 

活動していく決意を新たに研修会を終えました。 

青塚 貢 中澤 由男 

二口 哲也 高原 成徳 荒瀬 あつ子 村岡 敏一 高橋 かおり 三田 精一 

鈴木 隆紀 

和
寒
町
農
業
委
員
会 
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長 
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７月２０日に新委員８名を含め１４名の農業委員が任務に就くことになりました。 

西川 直哉 

 

 

 平成２９年１２月１４日に士別市で行われた農業者年金研修会に参加し、旧年金や新年金のしくみや運用に

ついて学んできました。 

 農業者年金制度は、平成１３年１２月まで付加方式でしたが、平成１４年１月からは積立方式の新しい制度

に変わりました。新制度発足と同時に、平成１３年１２月までの制度は廃止されましたが、旧制度の受給者、待

機者に対する年金の給付は継続されます。 

 手続きは、受給する年金ごとに行い、農協で申請することになります。特に経営移譲年金、特例付加年金を受

給されている方あるいは請求される方、年金を受給していただくための重要事項があります。つきましては、農

業委員会、農協にご相談下さい。 

 ～現在農業者年金を掛けている方、掛けようかお悩みの方へ～ 

 掛けている方につきましては、自分が収めた保険料と運用益を、将来受給する年金の原資として積み立てて

いき、この年金原資の額に応じて年金額が決まる積立方式の年金であり、受給者と加入者のバランスに影響さ

れない制度になっています。加入要件は、国民年金（1 号被保険者）、年齢は 20 歳以上 60 歳未満、年間 60 日

以上農業に従事している方、3要件を満たせば加入できます。事業主だけではなく家族等も加入できます。生き

ている限り受給できる終身年金で、早く亡くなっても 80歳までの保証付きです。ただし、死亡一時金として遺

族に支給されます。 

 納付する保険料額は、1 ヶ月 2 万円を基本として最高 6 万 7 千円までです。で変えることができます。経済

的に苦しい時は減らし、余裕ができたらあげることが可能です。また、60 歳までに保険料納付期間等が 20 年

以上見込まれる、農業所得が 900 万円以下、認定農業者で青色申告者あれば保険料の国庫補助を受ける資格が

あります。 

その年に支払った保険料の金額が社会保険料控除の対象になり、節税効果が期待できます。農業委員会、農協

で年金額を確認することができますので、ぜひご相談ください。農業者年金は、老後に備えてサポートとなりま

す。農業委員の仕事に農業者年金の加入促進活動がありますので、少しでも制度を理解、周知、把握し加入促進

活動を実施してまいります。 


